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横浜市港北ニュータウンの生成過程

はじめに

筆者は過去に神戸市域防ける市街叫化包実

態を土地区画整理事業との関連で報告した。

乙の中で，都市周辺の土地利用の課題は，都市

と農村の調整の視点が必要であること O つまり，

都市側の住宅・商業用地等の需要と農村側の営農

継続希望を調整して，スプロールの防止を図るこ

とが望しいと論じた。特に 神戸市西区岩岡町の

緑農住区開発事業地域では その開発手法が，市

街化区域においては土地区画整理事業によって，

市街化調整区域においては土地基盤整備事業によ

って実施され，都市と農村を同時一体的lζ整備す

るものであった。具体的には，市街化区域と市街

化調整区域の間で十分討議がなされ，土地の交換

分合が可能になった乙と O 土地区画整理事業地区

内で集合農地を設け，営農希望者に対する措置が

講じられたこと。さらに 筆者が実施した意向調

査によると，住民の多くが概ね， この事業に理解

を示していることなど，岩岡町での緑農住区開発

事業は，今後の都市化地域における土地利用の先

駆的事例として高く評価できるとの結論を得た。

しかし，同様な地域は各地l乙多くあり，岩岡町の

事例のみでは全体像はつかみえない。

そ乙で本稿では，首都圏における大規模ニュー

タウン計画として現在も建設中である横浜市港北

ニュータウンを取り上げ その生成過程を都市農

業との関連で考察した。

港北ニュータウンを選んだ理由は，ニュータウ

ン建設主旨の一項に「都市農業の確立」と誕われ

ており，その具体策として，第 lに，農業専用地

区を市街化区域lζ隣接して設けた乙と O 第2，ζ， 
市街化区域内では住宅・都市整備公団(当!時，日

本住宅公団)i乙よる土地区画整理事業によって，
[特別な用地」として換地された地域の内，営農

希望者に対して「集合農地jを設けた乙とがあげ

られるJ つまり〉港北ニュータウンは，都市側か

らの要請と農村側の意向を同時一体的に満たす地
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域であった。当然 港北ニュータウンは首都圏の

大規模開発であるだけに 神戸市岩同町の事例と

単純に比較はできないが，その底流にある土地利

用lζ対する思想は同様であると考えられる O

本稿をまとめるにあたっての主資料は，横浜市

都市整備局港北ニュータウン建設事務所(当初は

横浜市計画局港北ニュータウン建設部)発行の広

報紙「港北ニュータウン」の縮刷版3冊を用いた。

これには，第1号(1971年)から第75号(1984 

年)までのニュータウン建設の進捗状況や住民と

市との話し合いの内容，アンケート調査の結果な

どが詳細に記され，事業の概要を知るのに有効で

あると判断した。また，その後現在までの進捗状

況については， 1988年10月までの広報紙「港北

ニュータウン」と筆者が現地を訪れた横浜市都市

整備局港北ニュータウン建設事務所と横浜市北農

協の担当者からの聴き取りによった。

1. ニュータウン建設と既住の研究

(1) ニュータウン建設の子法

都市周辺の農村地域や丘陵地域が都市側の要請

によって，宅地化される例は枚挙にいとまがない。

この中で，大都市周辺を中心とした大規模開発の

手法は大きく 2つに分かれる口

その 1つは，大阪府の千里ニュータウン，泉北

ニュータウン，兵庫県の北摂ニュータウン，首都

圏の多摩ニュータウン等lとみられる新住宅市街地

開発法に基づく新住宅市街地開発事業によるもの

である。神戸市域においては，名谷，横j己， [73神

ニュータウン等がこの例l乙含まれる。この法律に

よる整備事業は，一定区域内の土地を全rfI打ドJ!ζ買

収することによって事業用地を確保する子法でそ

の買収には土地収刑法が適用される O

今 1つは，横浜市の港北ニュータウンにみられ

る土地区画整理手法で、あり，神戸市域では， r~ 1) 11 

台，溶合，玉津，岩岡地区等がこの例である。 L

地区画整理事業は施行主体が，①個人，②組合，
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③地方公共団体，④行政庁⑤住宅・都市整備公

団(旧， 日本住宅公団)I乙分かれる。この内，都

市周辺の農村地域では 不動産会社等が主導の個

人施行，地権者が土地区画整理組合をつくる組合

施行，住宅・都市整備公団施行による開発が多い。

地方公共団体や行政庁による土地区画整理事業は，

主に，都市再開発等の目的で実施される市街地改

造事業の事例がある。本稿で取り上げる港北ニュ

ータウンは，当時の日本住宅公団による先買区画

整理事業である。この点では，組合施行の神戸市

岩岡町の事業とは異なる。

(2) 既住の研究

ニュータウン建設と用地取得についての先行研

究は，建築学からのものが多く，片寄俊之0974

年)が，千里ニュータウンの用地取得を取り上げ，

本来の主体たるべき住民が 都市の建設過程に対

してほとんどが主体的な役割をはたし得ず，かわ

りに都市建設を事業として推進する事業主体が存

在し，これが建設過程の全体を強力に制御すると

いう仕組みになっているとの実態を明らかにして

いる。

経済学からは，本村隆之)(1975年)が大規模宅

地開発は農民の土地を収奪する乙とによって成り

立ち，高度成長期の1960年代以降， 3つの方式

によって用地取得が行われたと述べている O

木村によると第 1は 1964年から買収交渉が

始まった大阪府の千里ニュータウン，泉北ニュー

タウンlとみられる「強制買収方式」である。乙の

方式は関係農家が働く場面の中心を農業から他産

業へ事実上強制されることにより，用地買収によ

って営農継続の希望を断たれようとする農民は，

強制買収に反対するか，営農を続けうる保障(代

替地の確保，資金・技術援助等)を要求していく

かのいずれかをとるとしている。

第2は， 1965年から買収交渉が始まった東京

都多摩ニュータウンにみられる「生活再建対策」

が施された用地取得である。この方式は土地収用

権を後ろ楯とした強制買収が行われるとともに，

他方では，用地買収に応じた農家lζ対して「生活

再建対策」を施すことによって農民の反発を回避

しようとした点に特色があるとしている。

第3は， 1969年より用地買収が始まった横浜

市港北ニュータウンにみられる「農業専用地区」

を取り入れた用地取得である。この方式は農民の

土地所有権を尊重した形式を備えているが，農業

経営に強い意欲を持つ農民ですら，その全農地を

一挙l乙農専地区に集中することは，地域全体およ

び個別の農業経営の立場からみて.当然種々の困

難を伴うので結局 事業用地の確保のための農地

収奪を促進するという役割をはたすとしている。

地理学からは，松原去(1982年)が東急多摩田

園都市を取り上げ 私鉄資本主導の土地区画整理

事業のねらいをまとめた。松原によれば東急は

大規模住宅地開発を行うのに，全面買収は不可能

であったため，地元地主と共同で土地区画整理事

業を行い，少量で分散した土地取得でも自社の開

発計画を沿線全域に拡大できた。しかも，事業費

を肩代わりすることによって 安価で大量に自社

所有地を新たに獲得できたとしている。

また，生井貞行ら(1986年)は，都市化地域の

農家経営と農地保全について横浜市の事例を取り

上げ，都市農業の存立条件や農地保全の諸条件を

考察した。その結果，特に農地保全の条件では，

行政側の保護施策が不可欠であること。農家側か

らは農業経営と不動産経営の両立の司能性を有す

ること。脱農化傾向にある農家も残る農地を資産

保全的に経営する段階に達していること。高度な

農業生産を担う中核農家が存在することをあげて

いる。

これらの内，本稿では木村，生井らの論文に啓

発を受けた。

2. 港北ニュータウンの概要

(1) 事業地区の位置

港北ニュータウンは，横浜市の中心から北西へ

約12km，東京都心から南西へ約25km!乙位置し，横

浜市の港北，緑区にまたがっている。西は多摩丘

陵，東は下末吉台地につながる標高1O~80m の小

高い丘陵地で，地域のほぼ中央l乙早測川が，南部

に大熊川，江川が流れ，すべて鶴見川に注いでい

る。地域の周辺には，東海道新幹線(新横浜駅)， 

J R横浜線，東急東横線，東急田園都市線がニュ

ータウンを取り閤むように走り， 1992年には横浜

市営地下鉄3号線が新横浜駅から東急田園都市線

あざみの駅まで延長される予定である O また，道

路は東名高速道路，第 3京浜道路(付近lζ港北イ

ンターチェンジ)及び国道246号線が近くを通っ

ている o (図 1) 
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乙のように同地域は横浜市の中心や東京都心か

らも近くに位置していたが 丘陵地を通過する交

通機関がなかったため 1965年頃までまとまっ

た規模で自然が残されていた。しかし， 1965年以

降の高度成長期比入って急速に周辺の開発が進み，

乱開発が予想された。

(2) 事業の経緯と事業計画

港北ニュータウンは横浜市郊外が急速に乱開発

される中で，人口を計画的K誘導して市街地化を

図り，あわせて，都市農業の確立をめざした事業

である。事業は1960年に発表された横浜市六大

事業の一つであり， 1966年の地元への説明，公

団との同意によって始動した。乙の間， 1969年

には公団が用地取得に着手し， 1970年には都市農

業の確立を具現化する新羽・大熊農業専用地区の

着工など，事業は農業専用地区の整備から進めら

れた。一方，市街地化を計画的に推進する公団施

行の土地区画整理事業は 1969年の建設大臣によ

る公団への土地区画整理事業の特許によって開始

された。その後の地元での説明を経て， 1974年の

公団による工事着工 1975年の土地区画整理審

議会の発足をみた。
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1973年3月に発表された事業の基本計画(案)

は次の7項目から成り立っている。その項目は，

①事業の目的，②前提条件，③市街化整備地区，

④市街化調整地区，⑤都市施設，⑥その他，⑦資

金計画，である。

乙の内，市街化整備地区では，基幹施設整備

(道路，鉄道，河川，公園)以外は公団施行の土

地区画整理事業で対応している。また，市街化調

整区域では，農業専用地区を設け，それを貴重な

農耕地と生産緑地として位置づけ計画的に保全・

育成すること，都市と調和した都市農業の確立を

図る乙と，農業経営の確立のための農地の基盤整

備と集団化，あるいは農業施設の整備などが盛り

乙まれている。しかし 工事の進捗状況は 1973

年以降の石油ショックによって当初予定したより

遅れ，第1回の仮換地指定は1979年になった。

1983年には第2地区で供用が開始され，現在も

工事は続けられている。(表 1) (図2) 

1988年現在の港北ニュータウンの計画面積と

計画人口はそれぞれ 2.530 ha.30万人で，この

内，公団施行地区は面積1，370hα(全体の約54%)，

人口22万人(同約67%)で，農業専用地区は916

o 4 km 
&ーー晶ー一‘ーー‘ー-J

図 1 港北ニュータウンの位置
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港北ニューヲウン開発区i義第 1地区

(公団施行地区)

o 1 Km 

図2 港北ニュータウンの地区区分

表1. 事業の経過

'65. 2 市，六大事業を発表 '74. 7 市，基本計画を決定

'66. 7 港北ニュータウン計画を地元へ説明 8 建設大臣，施工規程・事業計画を認可 (公団，

11 公団，港北ニュータウン開発について同意 工事着手)

'67. 6 港北ニュータウン開発対策協議会発足 '75. 2 土地区画整理審議会の発足

'69. 5 土地区画整理事業の区域，事業の決定 '76. 3 「特別な用地」の申出調整 ('76.5まで)

公団，用地取得lζ着手 10 港北ニュータ ウン事業推進連絡協議会が発足

6 建設大臣，公団へ土地区画整理事業の特許 (港北ニュータウン開発対策協議会を改組)

'70.11 新羽 ・大熊農業専用地区着工('72.10竣工) '77.10 公団，仮換地の供覧 ('78.4まで)

'71. 1 市，港北ニュータウン基本構想を対策協に説明 '79. 4 第 1回仮換地指定(第一地区)

'72. 2 市・公団，公団施行地区基本設計を対策協に 建設大臣，事業計画変更を認可

説明 '80. 4 建設大臣，事業計画変更 (第2回)を認可

3 同基本設計る地元説明('72'.4まで) '81. 11 土地利用計画に合せ用途地域地区の変更指定

'73. 4 市，基本計画(案)を開発審議会に諮問(答申 '83. 3 建設大臣，事業計画変更(第3回)を認可

'73.12 ) 第2地区，第 1次供用開始(面積約lOOhα)

都田(池辺地区)農業専用地区着工 8 第2地区，集合住宅の第 1次入居開始

5 市・公団，上記基本計画(案)施行規程(案) '86. 2 横浜市高速鉄道3号線免許取得

-事業計画(案)を地元lζ説明 ('73.7まで) '87. 2 横浜市高速鉄道3号線工事着手

10 建設大臣，施工規程・事業計画を縦覧 4 建設大臣，事業計画変更(第4回)を認可

'74. 3 文化財問題協議会 C7C8遺跡の保存と事業 (第2地区)

計画を調整 '88. 2 建設大臣，事業計画変更(第4回)を認可

県，都市計画地方審議会lζ縦覧lζ係る意見書 (第 1地区

付議
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表2. 計画面積と計画人口

地 区 名 事業の種類 施行 主 体 計画面積 計画人口

公団施行地区 土地区画整理事業 住宅 ・都市整備公団 1，317hα 220，000人

既開発地 区 公営住宅建設事業等 市及び 民 間 67 

農業専用地区 土 地改良 事業 土 地改 良 組 合 230 

その他地 区 916 

言十 2，530 300，000 

表3. 土地利用計画(公団施行地区)

第 地 区 第 2 地 区 メ仁当ヨ、 計
項 目

面積(hα) 構成比(% ) 面積(hα) 構成比(% ) 面積(hα) 構成費 (ro ) 

公
道 路 115.7 2 1.1 170.3 2 2.1 286.0 2 1. 7 

共 公園 緑地 47.6 8.7 74.2 9.7 1 2 1.8 9.3 

用 河川・水路 0.5 0.1 0.5 0.1 
地

計 163.8 29.9 244.5 3 1.8 408.3 3 1.1 

住
計画建設用地 86.9 1 5.8 1 06.7 1 3.9 1 9 3.6 1 4.7 

宅 宅 分譲宅地 31.9 5.8 35.4 4.6 67.3 5.1 

用 民 有 地 209.2 3 8.2 297.2 3 8.7 506.4 3 8.4 
地

言十 328.0 59.8 439.3 5 7.2 767.3 58.2 

施設用地

教育施設 28.6 5.2 36.7 4.8 65.3 4.9 

地 商業その他施設 27.9 5.1 48.1 6.2 76.0 5.8 

言十 56.5 1 0.3 84.8 1 1. 0 1 4 1.3 1 0.7 

」一一メE一L 3 5十 548.3 1 0 0.0 768.6 1 0 0.0 13 1 6.9 1 0 0.0 

表4. 人口計画(公団施行地区)

第 地 区 第 2 地 区 メEヨk 計
項 目

戸数(戸) 人口(人) 戸数(戸 ) 人口(人) 戸数(戸 ) 人口(人)

計画建設用地 5，800 2 2，0 0 0 8，000 3 0，4 0 0 1 3，8 0 0 5 2，4 0 0 

分譲 宅地用地 1，200 5，200 1，4 0 0 5，800 2，600 1 1，0 0 0 

公益的施設用地 1 0 0 500 300 1， 1 0 0 400 1，600 

民 有 地 1 6，2 0 0 6 4，3 0 0 2 3，1 0 0 9 0，7 0 0 39，300 1 5 5，0 0 0 

百十 2 3，2 0 0 9 2，0 0 0 3 2，8 0 0 1 2 8.0 0 0 5 6.1 0 0 2 2 0.0 0 0 
一~

hα(同約36%)であるo (表2) 

公団施行地区の土地利用計画と人口計画をしめ

したのが(表3) (表4)である。計画は1974

年に建設大臣の認可を受けた後，連絡協議会等の

審議によって変更され現在に至っている。変更の

主なものをあげると次の通りである。

・センター，工場倉庫等の「特別な用地」内の道

路配置の変更

-小規模街区の新設

.存置家屋周辺部の道路配置の修正

-集合住宅用地の配置・形状の一部変更

・公園の配置・形状の一部変更，及び連続的な緑

道空間の変更

・各種公益的施設用地の変更

.開水路用地の廃止

・都市計画の変更(都市計画道路・施行区域)と

の適合

また，公団施行地区は，斜面緑地，寺院，屋敷

林などを保存し，それらを核に公園と緑道，歩行

者専用道路を設け 地区外とは都市計画道路で結
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ばれている。また，横浜市営地下鉄の駅は地区内

に4つ設けられ，それぞれ駅前センターが計画さ

れている。 1983年からは集合住宅の入居が始ま

り， 1986年には研究施設が立地し，現在，デュ

ポン・ジャパン・リミティッド，日本コダック附，

側リコー，伊藤忠商事などが進出している。

(3) 事業資金と事業組織

事業資金については1973年3月の基本計画(案)

に基づくものを示す。当初の時点では不確定要素

が多く算定し難いため，事業実施が明確なものを

あげると， r日本住宅公団(現，住宅・都市整備
公団)土地区画整理事業」に約1，000億円(内，

第一地区に約461億8，500万円，第二地区に約

536億3，000万円)，基幹施設整備事業費に約270

億円，農業専用地区整備事業費に約20億円を見込

んでいた。また，土地区画整理事業による平均減

歩率は，道路・公園などの公共施設用地と保留地

にあてはめられ，保留地は土地区画整理事業費に

充当される。

事業の組織については，港北ニュータウン建設

の理念の一つが「市民参加のまちづくり」である

ため， 1967年に港北ニュータウン開発対策協議

会が， 1976年にこれを改組した港北ニュータウ

ン事業推進連絡協議会が発足した。(図3) 乙

れは地元と市，公団，その他の関係機関をつなぐ

もので，開発計画，造成工事などの事業実施に伴

う諸問題について協議を行い，意思の疎通がはか

られている。協議の結果，具体的には「特別な用

地」の申し出換地があり 「センター用地Jrア
ノマート・マンション用地Jr工場用地Jr集合用
地Jが施行区域の権利者の意向によって換地され

fこ。

(4) 事業前後の土地利用

港北ニュータウンの土地利用は，事業施行前後

で大きく異なる。事業前の実態については， 1974 

年と 1975年に現地調査を行った駒沢大学の加藤

晋平講師(当時)を団長とする「港北ニュータウ

ン歴史民俗調査団」の報告が詳しい。

乙こでは，その報告の中から「地理的基盤」と

題した文と事業前の地形図(測量年月日は不明だ、

が，地図中に「港北ニュータウン第 1地区J， r港
北ニュータウン第2地区」の文字や「東名高速道

路」が記されていることから，1970年頃のものと

推測される。)を提示する。(図4) 

「地理的基盤」と題した文は次の通りである。

“牛久保町金子入は，現在，横浜市港北区の行

政区に属するが，昭和14年3月31日までは，神奈

川県都築郡中川村大字牛久保であった。多摩川と

境川との間，高尾山麓から東に拡がる多摩丘陵の

終端部に位置している。金子入を取り囲む丘陵は，

比高50m--60mほどで， 乙の丘陵上から晴れた日

には，大山・丹沢山塊，富士山，そして遠く天城

や甲斐の山やままで望む乙とができる。

牛久保は，丘陵聞を流れる早測川と，金子入の

川と呼ばれる支谷の沖積地に発達したムラである。

乙のムラをヤトと呼び牛久保では，上流から小

山田，金子入，請地小梅の三つのヤトがあり，こ

れらのヤトを上町，中町，下町とも別称し，併せ

てミヤトと呼んでいる。

ヤトは，タケ，カキ，クリ，ケヤキ，その他雑

木の山林が多く，耕地はハラと呼ぶ丘陵上の畑地

と，ヤトダと呼ぶ金子入の川沿いの水田がある。

民家は，金子入の川をはさんで，丘陵裾の北側と

南側に分布し，北側をヒナタ，南側をヒカゲと呼

図3 港北ニュータウン事業推進連絡協議会組織図

(会長 ・副会長)
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図4 事業施行前の港北ニュータウン付近の地形
「港北ニュータウンJNo.24， 1976年 1月による。

んでいる。

ヤトの東側寄り中原街道 西側寄り厚木(大山)

街道が南北に通じ 南側には 県道荏田-小机線

が走っている。また 第三京浜国道，東名高速道

が，ヤトの東西をかすめている。ヤトの道路は，

自動車の通行可能なオオミチと，通行不能なヤト

ミチに分けられる。オオミチは，金子入の川に沿

って走り，ヤトの東西を連絡している。ヤトミチ

は，ヤトとハラ，ハラとハラを連絡するD 道路の

補修は，例年春と秋におこなわれ， ミチブミンと

呼ぶ。金子入公民館脇l乙 道祖神，庚申，地神と

ならんで，昭和45年9月吉日の「農道改修記念碑J

がたっている。

第二次世界大戦以前は 荷車，荷馬車が主体で

あったが，現在では，各戸に 1---2台のトラック，

乗用車が配備され 農事，通勤に充てられている。

現在，村への交通は，東横線綱島駅・田園都市線

江田駅間10.5kmle東急電鉄パス綱島線が運行され，

中川町中村に停留所が設けられている。"とo

事業施行後の土地利用計画は前掲の(表3)の

通りで，良好な街路，住宅，公園，各種施設等の

用地を先行的に整備するものである。乙れによれ

ば，住宅用地が約60~ら，道路・公園・緑地等の公

共用地が約30%，教育・商業・その他の施設用地

が約10roで，公共用地の土地供出は，土地区画整

理事業における平均35%の減歩によるものである。

換地については， i市民参加のまちづくり」の

観点から，農家，サラリーマン，事業経営者が一

体となって検討された。 i特別な用地」の申出換

地の内，当初の討議で概ね次のように取扱い順序

が確認された。

「アパート・マンション用地」では，①申出路

線の底地を優先換地する。②所有地の中で申出路

線に一番近い筆を換地にあてる。③申出者の土地

が公閣・学校用地等の公共施設の中の底地になる

場合は，何れにしても他に換地されるので申出路

線の換地にあてる申出土地とする乙ととした。

「農業用地」では，①町ごとにーケ所，②農家

住宅において建物移転を実施しない農業用地申出

者の建物の周辺，③申出者の土地が集合している

地域，等を条件iと原案が作成され集合農地が決定

された。

1984年から集合住宅，学校予定地の一部を転

換して，業務施設の拡充のため企業の研究所等を

誘致した。 1988年現在の港北ニュータウンの工事

の進捗状況は(図 5)の通りである。

-18-



6 3年度計画

図5 事業施行後の土地利用計画と進渉状況 (1988年)

「港北ニュータウンJNo.93， 1988年10月による。

3. 港北ニュータウンの農業地域

(1) 農業専用地区

港北ニュータウンの農業専用地区は， 乙の地域

が優良な近郊農業地域である乙とから，基本理念

の一つである「都市農業の確立Jをめざして，土

地基盤整備，農業施設整備等の各事業が進められ

ている。農業専用地区は「港北ニュータウン地域

内農業対策要綱に基づいて設定された地区で，①

新羽・大熊農業専用地区(23 ha，関係農家75戸)， 

②池辺農業専用地区(60 ha， 132戸)，③折本農

業専用地区(43 ha， 75戸)，④東方農業専用地区

( 60 ha， 118戸)，⑤大熊農業専用地区(20 ha， 

34戸)，⑥牛久保農業専用地区(24 ha )がある。

この内，新羽・大熊地区，池辺地区，折本地区で

は整備が完了しており，新羽・大熊地区では農地

の集団化事業を進める中で， 1969年度に公団施

行地区と農業専用地区との農地の交換分合(25戸

転出， 24戸転入)が実施ザた。

乙れに関して前述の木村は， r地区外の農地と
交換分合(等面積等価交換の原則)を行う乙とに

よって農業経営を将来とも継続する乙とを希望す

る農家:J)農地を集めるという措置がとられ，農業

上の公共投資は地区中の農地に集中される斗とし，

新羽・大熊地区では， r耕地整理によって営農類
型別に農地の集団化するという措置がとられた。

また，当地域には約 1億5，000万円の補助・融資

が横浜市単費で行われた斗と述べ批判的な立場を

とっている。

1988年現在の農業専用地区での営農状況は，

露地ではホーレン草，小松菜などの軟弱野菜を中

心iζキャベツ等の葉菜類，キュウリ等の果菜類が

栽培されている。温室栽培では， ビ、ニールハウス

やガラス温室が建てられ， トマト，キュウリ，洋

らんや観用植物が栽培されている。特iζ トマトは

用土を一切用いず，培養液を貯えた容器の中に植
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付し，根lとは気泡をあてて空気に触れるようにし

た水気耕栽培の万法で「水気耕トマト」として特

産化し横浜市中央卸売市場や南部市場を通して

供給されている。

(2) 集合農地

一方，公団施行の土地区画整理事業地区(市街

化区域)では，仮換地の指定を受けた後も営農継

続を強く希望する者に対し 「特別な用地」とし

て「集合農地」を指定した。集合農地売設定まで

の経緯の述べると次の2つを指摘することができ

る。

① 1973年頃に地区内の農家に区画整理後の土

地利用について意向調査を行った際，第 1地区で

104戸，第 2地区で143戸，合計247戸から区画

整理後の10年間ぐらいは農業を継続したいとの希

望が出されたこと O

②農業対策委員会の議論の中で，農業専用地区

が即ち農業対策だということが打出され，農業専

用地区にすることを希望した地区が相当あったが，

すでに，宅地造成計画が練れており，農業をやり

たい人のことを考慮しなくてはいけなかったこと。

があげられる O そ乙で， 1976年から集合農地に

換地を希望する人の申出調査を実施したところ，

第 l地区で66名，換地面積で約13.5ha，第 2地

区で90名，約30.4haの人の申出があり，集合農

地として換地を受けることになった。また， 乙れ

らの人たちの間で供用開始後10年ぐらいは農業的

土地利用が確実に行われるようにと， r集合農地
利用協定」が出された。乙の条項の中には， r第
5条，協定の有効期間」として「乙の協定は仮換

地指定に基づく使用収益開始のときに発効し，生

産緑地地区に関する都市計画の告示の日から10年

を経過した日に失効する。期間満了後の集合農地

の利用に関しては協定締結者全員の協議により決

定するJと述べられ，営農継続には流動的要素を
含んでいる。
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